
1 都城市安全・安心の公園づくり（防災・安全）（２期整備）

平成30年度　～　平成31年度　（2年間） 都城市

・防災公園における避難地及び災害関連施設としての空間利用割合

（H30当初）

・防災公園としての災害時公園利用可能率を算定する。

（災害時の公園利用可能率）＝（災害時に利用可能なエリア数）／（全28エリア）（％）

Ａ　基幹事業

番号 事業 地域 交付 直接 事業内容 事業実施期間（年度） 備考

種別 種別 対象 間接 （延長・面積等）

1-A-1 公園 一般 都城市 直接 都市公園事業（早水公園） 1,640.0

合計 1,640.0

Ｂ　関連社会資本整備事業

事業 地域 交付 直接 備考

種別 種別 対象 間接

合計

番号 備考

Ｃ　効果促進事業

事業 地域 交付 直接 事業実施期間（年度） 備考

種別 種別 対象 間接

合計

番号 備考

その他関連する事業

地域 交付 直接 事業内容 事業実施期間（年度） 備考

種別 対象 間接 （延長・面積等）

社会資本総合整備計画

 当  初   　平成 25 年 2 月 26 日

第3回変更   平成 30 年 2 月  1 日

計画の名称 重点配分対象の該当 ○

計画の期間 交付対象

10/18 18/18

55.6％ 100％

計画の目標

大規模地震に備えた都市の防災機能の向上や、公園施設の老朽化に伴う機能保全・向上対策による安全性の確保が急務であり、防災拠点としての機能を有する防災公園整備や公園施設の改築・更新等を行い、子どもや

高齢者をはじめ誰もが安全で安心して利用できる都市公園の整備を図る。

　　計画の成果目標（定量的指標）

　　定量的指標の定義及び算定式 定量的指標の現況値及び目標値

備考

当初現況値 最終目標値

（H31末）

交付対象事業

事業者

要素となる事業名

市町村名

全体事業費

（百万円）

（事業箇所） H30 H31

－　百万円 Ｃ －　百万円

効果促進事業費の割合

－　％

Ｃ/(Ａ+Ｂ+Ｃ)

全体事業費

合計

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

１,６４０百万円

Ａ

１,６４０百万円

Ｂ

番号

事業者

要素となる事業名

事業内容

市町村名

都城市 防災拠点施設整備等 都城市

事業実施期間（年度）

全体事業費

（百万円）

（延長・面積等） H30 H31

一体的に実施することにより期待される効果

番号

事業者

要素となる事業名 事業内容

市町村名

港湾・地区名

全体事業費

（百万円）

H30 H31

一体的に実施することにより期待される効果

事業種別

事業者

要素となる事業名

市町村名

全体事業費

（百万円）

（事業箇所） H30 H31


